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研究成果の概要（和文）：本研究では，教員志望の大学生に，議論能力の向上を目的としたカリ

キュラムを実施し，その有効性を評価した。カリキュラムは，科学技術社会問題である遺伝子

組換え食品問題を題材とした。教員志望の大学生が書いた議論を分析すると，議論能力に向上

が見られた。この結果より，科学技術社会問題に関する議論能力を向上させるためには，自分

の主張を否定する証拠を使って重み付けを行うように促すことが，カリキュラムのデザイン指

針になることが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：In this study, I implemented a curriculum aimed at improving 

pre-service teachers’ argument skills and effectiveness. The curriculum addressed 

genetically modified foods as a socio-scientific issue. I analyzed pre-service teachers’ 

writing arguments and found that their argument skill had been improved. From this 

result, it was revealed that promoting the weighting of conclusions using evidence against 

one’s argument could be a design principle of a curriculum that helps improve argument 

skills concerning socio-scientific issues. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 (1) 本研究に関連する国内・国外の研究動向
及び位置づけ  

 現代社会は，環境，食文化，福祉などさま
ざまな地球規模の諸問題をかかえている。こ
のような状況を踏まえて，我が国では，2005

年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育

の将来像」が，「知識基盤社会」という概念
を提唱し，これを「新しい知識・情報・技術
が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる
領域での活動の基盤として飛躍的に重要性
を増す社会」であると定義した。これを受け
て，新しい学習指導要領においては，習得し
た知識や技能を活用した思考力・判断力・表
現力の育成が強く求められるようになって
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きた。これは，子どもたちに単に知識を授け
るのではなく，自ら知識を構築し，それを活
用することによって変化する社会に立ち向
かう力を育成することに力が注がれるよう
になったことを意味している。 

 一方，欧州では，OECD の DeSeCo 委員会
が「相互作用的に道具を用いる」「異質な集
団で交流する」「自律的に活動する」からな
る「3 つのキーコンピテンシー」を提唱し，
その枠組みに基づく PISA 調査が実施されて，
我が国の教育課程にも少なからず影響を与
えるようになってきた。そして，PISA 調査
の観点の一つである「科学的リテラシー」の
育成が，学校教育においても重視される流れ
ができていた。これは，自ら方法を工夫して
課題を解決するなどの知的創造性の高い資
質・能力を身に付けることが広く市民に期待
されるようになったことを意味している。 

 ここで，PISA が定義する科学的リテラシ
ーとは，「自然界及び人間の活動によって起
こる自然界の変化について理解し，意思決定
するために科学的知識を使用し，課題を明確
にし，証拠に基づく結論を導き出す能力」と
定義され，以下のような力が設定されている。 

①疑問を認識し，新しい知識を獲得し，科学
的な事象を説明し，科学が関連する諸問題
について証拠に基づいた結論を導き出すた
めの科学的知識とそれを活用する力。 

②人間の知識と探究の一形態として科学的
な考え方を理解する力。 

③科学と技術がわれわれの物質的，知的，文
化的環境をいかに形づくっているかを認識
する力。 

④思慮深い一市民として，科学的な考えを持
ち，科学が関連する諸問題に，自ら進んで
かかわる力。 

 つまり，科学的知識そのものを学ぶにとど
まらず，それらを活用して現実の科学技術問
題を解決しようとする市民的な資質を育成
しようとすることが重視されているのであ
り，理科の教員にも指導的な立場にある者と
してこれらの力を備えた資質が重要視され
ているのである。 

 本研究では，上記のような資質育成の手法
として，知識構築型の議論を持ち込む。知識
構築型の議論とは，理由付けや反証例の想定
など，ある主張を構成するための一連の言葉
の形式，あるいはそれらの構成要素を含む一
連の言葉のやりとりである。近年，知識構築
型の議論を思考スキルや思考過程を捉える
枠組みとする実証研究が，認知発達や思考，
教授・学習といった領域で注目を集めている 

(富田・丸野,2003)。科学教育においては，集
めた証拠を総合して，自分が選択した意見を
補強するような知識構築型の議論を中心に，
様々な議論の構造を吟味する研究が始まっ
ている(例えば Sandoval, 2003)。 

 理科の内容にとどまらず，現代社会には，
科学技術の問題や環境問題などの「公共的」
な課題が多数存在し，こういった課題に関し
ても，専門家と行政が，市民と協働で社会的
判断としての合意を形成していくことが求
められている。このような公共的な課題に関
する問題解決では，地域住民や地域行政など
の関係者が，可能な範囲でそれぞれの持って
いる（あるいは入手可能な）知見・知識を共
有して，当該の課題（問題）の「よりましな」
方向への改善を目指すという，多様な利害関
係者(ステイクホルダー)が参加した知識構築
型の議論によっての社会的合意を形成する
こと (小川,2006)が求められている。 

 以上のように，現代の科学技術社会問題に
おいては，知識構築型の議論を達成し，科学
リテラシーを備えた教師育成を行うカリキ
ュラムの開発が，今後求められる研究の一つ
だといえる。しかし，これらの問題背景を理
解するためには，しばしば高度な専門的知識
が要求される。理科系学部生の教員養成カリ
キュラムの特性を生かすことで，専門的な科
学的知識を生かした教師自身の科学リテラ
シー育成が期待できる。 

 

(2) 申請者のこれまでの研究成果を踏まえ着
想に至った経緯 

 申請者は，これまでに，科学技術社会問題
を教材化して，教育現場で知識構築型の議論
を行うカリキュラムを開発し，理科や総合的
な学習の時間で実践・評価してきた（山本ら，
2003；山本ら，2004;大島・山本ら，2006；
坂本・山本ら，2007，坂本・山本ら,2008;大
島・山本ら，2008）。そこでは，遺伝子組み
換え食品問題，原子力発電問題，酸性雨問題
を題材とした実験的な授業評価を通して学
習者の知識構築を検証してきた。 

 また，申請者は理科系教員を対象とした教
師教育研究を行ってきた（山本，2009；山本，
2010；堀野ら，2005；五十里・山口・山本ら，
2003）。現職理科教員を対象とした研究，諸
外国の先進事例に関する研究などである。従
来の理科の内容を扱った教員養成カリキュ
ラムは充実しているが，我が国で科学技術社
会問題を扱ったカリキュラムが決定的に不
足していることを明らかにした。 

 そこで本研究では，上述の申請者の研究成
果を発展的に統合し，理系学部生の教員養成
カリキュラムを開発する。具体的には，宮崎
大学の理科系の教員養成課程において，科学
技術社会問題を題材にした知識構築型の議
論を取り入れ，受講生自らが問題解釈を行い
ながら科学リテラシー育成を視野に入れた
カリキュラムを開発・評価する。 

 本研究を通して得られた成果はすなわち，
科学リテラシー育成を目指す理科教員の資
質向上に寄与し得るものであると言える。 



 

 

２．研究の目的 

 

 本研究の目的は，理科系の教員志望の大学
生を対象に，科学技術社会問題を解決に導く
「知識構築型の議論能力」を獲得させるカリ
キュラムを開発することである。ここで，「知
識構築型の議論」とは，ある主張を構成する
ための理由付けや反証例の想定などを含む
一連の言葉のやりとりを通して知識が構築
される活動を指している。このような活動は，
近年の日本でも重視されるようになってき
た科学リテラシー育成を視野に入れた教員
養成に資するものである。 

 本研究では，次のことに取り組む。 

(1)理科系教員を志望する大学生に科学技術
社会問題を題材とする知識構築型の議論能
力を培うためのカリキュラムの要件を明ら
かにする。 

(2)上記(1)の要件に基づいて，理科系教員養成
カリキュラムを開発する。 

(3)カリキュラムは改善を繰り返しながら計 3

回の実践授業に導入し，それらの実践授業
において収集したデータの分析を通して，
開発したカリキュラムの有効性を明らかに
する。 

 

３．研究の方法 

 

 研究期間を 8 つのフェーズに分け，3 回の
授業実践を位置づけた。平成 22 年度は，理
論的な検討を行いながらカリキュラムを開
発し，知識リソースを準備した。その上で理
科系の学部講義にカリキュラム試案を導
入・評価した。平成 23 年度は，実践をもと
にカリキュラムを改善し，２つの講義におい
てそれぞれ予備的・本格的に導入するととも
に，評価・総括を行った。 

 

(1)研究目的を達成するための具体的な研究
方法（平成 22 年度） 
 平成 22 年度は，科学リテラシー育成を視
野に入れた教員養成を目指したカリキュラ
ムを開発する準備段階である。第 1フェーズ
は理論的検討であり，第 2フェーズはカリキ
ュラム試案の開発である。カリキュラムは，
理科系及び非理科系の教員養成課程 3回生を
対象とした授業へ導入した。また，受講者自
身が知識構築するために活用する知識リソ
ースの整理を行った。続いて第 3フェーズで
カリキュラム試案を導入した実践授業，さら
に第 4フェーズで実践授業の評価を実施した。 
 
(2)研究目的を達成するための具体的な研究
方法（平成 23 年度） 
 平成 23 年度は，科学リテラシー育成を視
野に入れた教員養成を目指したカリキュラ
ムを開発する実践・総括段階である。第 5フ

ェーズでは，前年度のカリキュラム試案の改
善を行った。第 6フェーズでは，改善版カリ
キュラムの予備的調査として学部講義に短
期的に導入し，カリキュラムの改善部分につ
いての評価を行った。第 7フェーズでは改善
版カリキュラムを本格的に導入した実践授
業を実施した。そして第 8フェーズでは実践
授業を評価するとともに，2 年間の研究の総
括的考察を行った。 
 
４．研究成果 
 
(1)カリキュラム開発のための理論的検討 
 「知識構築型の議論能力」について，先行
研究に関する文献を購読するとともに，理科
の教員養成でこれを支援するカリキュラム
について，理論ベースを構築した。そのため
に，科学教育，大学教育，教師教育の研究分
野で国内外の論文・著書等を購読したり，小
学校での「知識構築型の議論」の生成事例に
ついて，先行研究（神戸大学における科学リ
テラシー育成カリキュラム研究）の調査等を
もとに理論的検討を行ったりした。 
 
① 小学校での議論能力育成カリキュラム 
 理科教育における学習者の議論能力の先
行研究では，小学校における実践事例は少な
く，学習支援のための知見が不足している。
Krajcik ら（2009）は，質問に対する回答を
含んだ「主張」があることや，主張を支持す
る科学的なデータである「証拠」が利用され
ていることを議論スキルの初期の構成要素
として示している。理科教育で言語活動が重
視されている日本においても，議論スキルを
小学生から育成することが求められる。本研
究では，小学生に議論スキルを獲得させるた
めの授業を行い，証拠を利用して主張を構成
するスキルに着目して，授業のデザイン指針
の有効性を評価した。 
 本研究では， 3 つのデザイン指針である
「問題領域に関する基礎的知識の学習を十
分に行う」「複数のデータを収集し，それを
クラスで共有しながらいくつかのまとまり
ごとに整理する」「児童に自分が証拠を利用
していることを意識させる」を先行研究より
導き出した。これらのデザイン指針に基づき，
小学校 3年生の総合的な学習の時間において，
野生動物との共生問題を扱った授業を実施
した。授業内で 3回（前期・中期・後期）実
施した質問紙による調査を分析した。 
 図 1 は，児童の議論のタイプの遷移である。
証拠を利用できた児童は，前期には 11 名で
あったが，中期には 21 名，後期には 26 名
であった。前期と比較すると，中期及び後期
では証拠を利用する児童が有意に増加した
ことが示された（χ2（2）=14.629, p<.001; 
p<.001 二項検定）。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

□は前期と比較しての有意な増加または減少 

( 中期 p<.05, 後期 p<.001) 
図 1 議論のタイプの遷移 

 
 
 図 1 より，前期に個人で情報収集した後に
は，すでに 11 名の児童が証拠を利用するこ
とができていた。この時点で証拠を利用でき
ず，イメージに基づいて判断したり，判断の
根拠を見つけられなかったりした児童でも，
学習の進展に伴い，証拠を利用できる者が増
えていったと考えられる。 
 証拠の利用の仕方にも変化が見られた。本
研究では，主張を支える証拠の個数が増加し
たことに加え，その変化は，同様の証拠を重
ねるよりも，むしろ，異なる視点からの証拠
を利用しようとするものであることが明ら
かになった。 
 これらの結果より，証拠を利用して主張を
構成する児童が有意に増加し，議論スキルを
達成でき，3 つのデザイン指針の有効性が明
らかとなった。 
【『科学教育研究 35(3)』で公表】 
 
②海外における議論能力育成カリキュラム 
 理科教育においては，海外で議論を導入し
た授業実践が展開されている（例えば，Chin 
& Osborn, 2010；McNeill & Krajcik, 2011）。
しかし一方で，児童生徒が議論を行うことの
困難さも指摘されており（Sandoval & Çam, 
2011），議論スキル向上のために理科の授業
でどのような授業デザインが有効であるの
かについて，知見を得ることが求められてい
る。本研究では，McNeill & Krajcik (2011)
の研究から，議論スキルを向上させる教授方
法を抽出・整理し，授業デザイン要素を検討
した。 
 McNeill & Krajcik (2011)は，より児童生
徒が使いやすいように，議論の構造を 4つの
構成要素からなるものとして再定義してい
る。1 つ目は，質問や問題についての回答と
しての「主張（claim）」である。2 つ目は，
主張を支える科学的なデータとしての「証拠
（evidence）」である。3 つ目は，科学的原理
を使って主張と証拠をつなぐ「理由付け
（reasoning）」である。4 つ目は，自分の主
張と相反する証拠と理由付けに対して，なぜ
それが不適切なのかを説明する「反駁
(rebuttal)」である。  

 これらの知見を教員養成課程のカリキュ
ラムに応用した。 
【日本理科教育学会第 61 回全国大会（島根）
にて発表】 
 
(2)カリキュラムの開発・実践・評価 
 議論スキルは，学習者だけではなく，学習
者の指導にあたる教師の資質としても重要
だと考えられるが，教師自身の議論スキルは
低いことが指摘されている（Zohar, 2008）。
本研究では，教員志望の大学生を対象として，
議論スキルの向上を目的としたカリキュラ
ムを実施し，その有効性を評価した。カリキ
ュラムは，科学技術社会問題としての遺伝子
組 換 え 食 品 問 題 を 扱っ た Seethaler & 
Linn(2004)が開発したものである。 
 表 1は，カリキュラムの活動内容と順序で
ある。カリキュラムは 4段階から構成される。 
 
 
表 1 カリキュラムの活動内容と順序 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 1 段階では，遺伝子組換え食品の開発につ
いて問題提起し，遺伝子組換え技術や自然交
配との違いなどの基礎知識を資料で読ませ
た。第 2段階では，この問題に賛成・反対の
それぞれを支持する立場の資料を提示し，そ
れらを読み合う活動を設定した。第 3段階で
は証拠を活用して議論を行った。遺伝子組換
え農法，有機農法，集約農法の中から自分が
支持する立場を選択させ，同じ農法を選択し
た者同士で主張を支える証拠を確認し合い，
その後，3 つの異なる農法を選択した者がす
べて入るようなグルーピングを行い，それぞ
れの立場から「主張，尋問，反駁」を行わせ
た。最後の第 4段階では，自分の立場を主張
するポジションペーパーを記述させた。 
 このカリキュラムを教員養成課程 3回生対
象の学部講義へ導入するとともに，申請者が
授業を行い，その様子を記録した。蓄積した
記録を分析し，カリキュラムの評価を行った。 
 
① カリキュラム評価(1) 
 対象は，43 名の教員志望の大学生であった。
実施時期は，2010 年 10 月～11 月の計 6単位
時間（90 分×6 回）であった。調査は，カリ
キュラムの前後で，学習内容とは異なる「原
子力発電」に関する課題として実施した。
Seethaler & Linn（2004）の評価基準に基づ
いて，調査課題の回答を得点化して比較する



 

 

と，表 2 のようになった。合計得点は学習前
から学習後にかけて有意に向上していた。各
要素の得点のうち，「自分の立場を否定する
証拠の利用」と「重み付けをした結論づけ」
が，学習前から学習後にかけて有意に向上し
た。学習後におけるこれら 2 つの要素につい
て，有意な相関関係があることも明らかにな
った。 
 
 
表 2 議論の各要素における学習前後の得点分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらの結果より，本研究のカリキュラム
は，教員志望の大学生に対して，議論スキル
の向上に効果があると考えられる。また，こ
のカリキュラムは，自分が主張する立場を支
える証拠だけでなく，自分の立場を否定する
証拠を利用するというスキルと，重み付けを
して結論を出すスキルの構成要素を向上さ
せることが明らかになった。本研究の結論か
らは，対立する立場から出される証拠の利用
を促進することが，議論スキルを向上させる
カリキュラムのデザイン指針になりうるこ
とが示唆された。 
【 European Science Education Research 
Associationの第9回会議(リヨン)にて発表】 
 
②カリキュラム評価(2) 
 対象は，19 名の教員志望の大学生であった。
実施時期は，2011 年 4 月〜6 月の計 6単位時
間（90 分×6回）であった。調査は，記述さ
せ た ポ ジ シ ョ ン ペ ー パ ー に つ い て ，
Seethaler & Linn（2004）の評価基準に基づ
いて，記述を得点化した。  
 表 3 は，ポジションペーパーの記述につい
て，議論の各要素における得点分布である。
「自分の立場を肯定する証拠の利用」につい
ては，満点を獲得した大学生が最も多く，
52.6%であり，「証拠の科学的適切性」では
100%であった。一方，「自分の立場を否定す
る証拠の利用」「反証での証拠の利用」「重み
付けをした結論づけ」については，満点を獲
得できたのは，それぞれ 21.1%，5.3%，5.3%
であった。 

表 3 議論の各要素における得点分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらの結果より，学習者はカリキュラム
の学習を通して，自分の立場を肯定する証拠
を利用するというスキルと，科学的に適切な
証拠を利用するというスキルの要素はおお
むね達成できたことが明らかになった。しか
し，一方で，自分の立場を否定する証拠の利
用や，反証する際の証拠の利用，重み付けを
した結論付けをするというスキルの要素に
ついては達成できなかった。これらの要素を
向上させる学習支援について検討すること
が今後の課題である。 
【日本科学教育学会第 35 回年会（東京）に
て発表】 
 
(3)研究の総括と今後の展望 
 従来の知識構築型の議論に関する研究で
は，児童生徒への単元化として取り組みがな
されてきているものの，理科授業を指導する
大学生を対象とした教員養成課程において，
受講生の科学知識を生かしたカリキュラム
開発研究は国際的にもいまだなされていな
い。本研究は，科学技術社会問題に着目した
理科系の教員養成に関する研究であること
が学術的な特色であり，独創的な点であった。 
 本研究の成果は，理科教師自身の科学リテ
ラシー育成の支援という新たなカリキュラ
ムを実践的に提案するものである。この成果
は当該の研究分野のみならず，理科の教育現
場の発展にも寄与し得るものであると考え
られる。 
 本研究で開発したカリキュラムによって，
教員志望の学生の科学技術社会問題を題材
とした議論スキルに向上が見られた。しかし，
「自分の立場を否定する証拠の利用」や，「反
証する際の証拠の利用」，「重み付けをした結
論付け」は，学習以前から比べると向上は見
られたものの，満点を得点した受講者の数は
十分とは言えなかった。国内外における研究
から得た教授方略の知見を精選し，実践授業



 

 

のデザインを行うとともに，授業デザインを
繰り返し検証していく必要がある。 
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